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低所得者に対する支援と生活保護制度

問題 63　生活保護法が規定する基本原理・原則等に関する次の記述のうち，正しい

ものを 1 つ選びなさい。

1　この法律により保障される最低限度の生活は，国民一般の平均的な資産基準に

よって決定される。

2　保護を申請できるのは，要保護者及びその扶養義務者に限られている。

3　保護は，厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を基とし，そ

のうち金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において行う。

4　保護は，要保護者の年齢別，性別，健康状態等に関して，世帯の実際の相違を考

慮することなく一定の必要の基準に当てはめて行う。

5　保護は，親族を単位としてその要否を定める。
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問題 64　事例を読んで，Ｑ市福祉事務所のＨ生活保護現業員（社会福祉士）がＪさん

に対して行う説明として，最も適切なものを 1 つ選びなさい。

〔事　例〕

Ｊさん（41 歳）は，近所のスーパーマーケットで働きながらアパートで高校生の

長男と二人で暮らしていたが， 2年前に病気によって仕事を辞めることになり，妹

から仕送りを受けていた。しかし仕送りは約半年で途絶えてしまい， 1年前から生

活保護を受給することになった。通院を続けたことで， 1か月前から病状が大分良

くなり，現在は医師から就労できる状態であると診断され，アパートが手狭になっ

たことから長男と共に転居することも考えている。

1　妹からの仕送りが再開した場合，世帯の収入として認定されることはない。

2　長男がアルバイトをした場合，世帯の収入として認定されることはない。

3　就労した場合，保護が廃止されずに就労自立給付金を毎月受給できる。

4　住宅扶助の基準額を超える家賃の住宅に転居する場合，生活困窮者住居確保給付

金を毎月受給できる。

5　医師から就労可能であると診断されても，直ちに保護が廃止されるわけではない。

問題 65　生活保護法で規定されている被保護者の権利及び義務に関する次の記述の

うち，正しいものを 1 つ選びなさい。

1　被保護者は，保護金品を標準として租税その他の公課を課せられることがある。

2　被保護者は，既に給与を受けた保護金品を差し押さえられることがある。

3　被保護者は，保護を受ける権利を譲り渡すことができる。

4　被保護者が能力に応じて勤労に励むことを怠っていると認められる場合，被保護

者は受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の定める額を

返還しなければならない。

5　急迫の場合等において資力があるにもかかわらず保護を受けた場合，被保護者は

受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の定める額を返還

しなければならない。
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問題 66　生活保護法上の保護施設に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選び

なさい。

1　保護施設は，救護施設，更生施設，宿所提供施設の 3種類に分類される。

2　救護施設を経営する事業は，第二種社会福祉事業である。

3　特定非営利活動法人は，保護施設を設置することができる。

4　救護施設は，身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営むことが困

難な要保護者を入所させて，生活扶助を行うことを目的とする保護施設である。

5　更生施設は，身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする要保

護者を入所させて，生業扶助を行うことを目的とする保護施設である。
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問題 67　事例を読んで，Ｒ市福祉事務所のＫ生活保護現業員（社会福祉士）の支援に

関する次の記述のうち，最も適切なものを 1 つ選びなさい。

〔事　例〕

Ｌさん（60 歳）は単身で生活しており，親族とは 20 年以上音信不通である。Ｌさ

んは，退職金規程のない会社で働いていたが， 5年ほど前から持病が悪化して仕事

ができなくなり， 3年前に会社を退職した。それ以降は無職となっている。退職後，

消費者金融から借金をして生活しており，家賃や公共料金も滞納しているようであ

る。現在も直ちには就労が困難な健康状態であるため，Ｌさんは生活保護の受給を

希望し，Ｒ市福祉事務所に生活保護を申請した。

1　保護の要否判定を行うとともに，援助計画策定のために必要な情報収集を行う。

2　保護の申請に当たっての条件として，「無料低額診療事業」を利用するように指導

する。

3　社会福祉協議会と連携して，日常生活自立支援事業の利用を促す。

4　福祉事務所からＬさんの扶養義務者に連絡を取り，Ｌさんの借金の返済を要請す

る。

5　公共職業安定所（ハローワーク）で求職活動をするように指導する。

（注）　「無料低額診療事業」とは，社会福祉法第 2条第 3項第 9号に規定する「生計困

難者のために，無料又は低額な料金で診療を行う事業」のことである。
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問題 68　生活保護の実施機関に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びなさ

い。

1　都道府県知事は，生活保護法に定めるその職権を，知事の管理に属する行政庁に

委任することはできないとされている。

2　社会福祉主事は，生活保護法の施行について，都道府県知事又は市町村長の事務

の執行を代理する。

3　民生委員は，生活保護法の施行について，市町村の補助機関として位置づけられ

ている。

4　保護の実施機関は，要保護者が急迫した状況にあるときでも，職権を用いて保護

を開始することはできないとされている。

5　保護の実施機関は，被保護者が保護を必要としなくなったときは，速やかに，保

護の停止又は廃止を決定しなければならない。

問題 69　生活福祉資金貸付制度に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びな

さい。

1　実施主体は，国である。

2　市町村社会福祉協議会を通じて借入れを申し込むことができる。

3　資金の貸付けを受けるに当たって，公共職業安定所（ハローワーク）で求職活動を

行うことが要件とされている。

4　総合支援資金については，貸付けを受けるに当たって，生活保護の申請をするこ

とが要件とされている。

5　緊急小口資金については，貸付けを受けるに当たって，連帯保証人を立てること

が要件とされている。


